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第27回民間資金等活用事業推進委員会 

日 時：平成23年10月４日（火）10:00～12:00 

場 所：三田共用会議所第四特別会議室 

出席者： 

【民間資金等活用事業推進委員会委員・専門委員】 

渡委員長、宮本委員長代理、伊藤委員、野田委員、根本委員 

赤羽専門委員、有田専門委員、石田専門委員、江口専門委員、小幡専門委員、滝口専

門委員、土屋専門委員、野元専門委員、橋本専門委員 

【内閣府】 

蓮舫内閣府特命担当大臣、園田内閣府大臣政務官 

内閣府民間資金等活用事業推進室 

栗島室長（大臣官房審議官）、上田参事官、倉野企画官 

【関連団体等】 

東日本大震災復興対策本部事務局 尾澤参事官 

議 事：（１）改正ＰＦＩ法政令・府令について  

（２）今後のモデルプロジェクト事業の進め方について

（３）東日本大震災からの復旧・復興の状況について

① 東日本大震災復興対策本部事務局

② 宮本和明委員

③ 根本祐二委員

④ 石田直美専門委員

⑤ 滝口新市専門委員

⑥ 土屋雅裕専門委員

2



○事務局 それでは、定刻でございますので、ただいまから「民間資金等活用事業推進委

員会」を開催いたします。 

 私、本委員会の事務局でございます内閣府民間資金等活用事業推進室の室長に 10 月１

日付けで着任いたしました栗島でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

先生方には、本日は大変お忙しい中御出席いただきまして誠にありがとうございます。 

 本日は、９名のうち、現在のところ４名の委員の御出席でございまして、Ａ委員におか

れては電車の遅延により 10 分程度遅れられるという御連絡をいただいているところでご

ざいますけれども、現在のところ、民間資金等活用事業推進委員会の定めます会議を開き

議決するために必要な委員の過半数は現在は超えていないという状況であることを御報告

申し上げまして、本日の民間資金等活用事業推進委員会の取扱いにつきましては、渡委員

長にお願いをしたいと存じます。よろしくお願いいたします。 

○渡委員長 おはようございます。

今、御紹介があったとおり、現在の出席者は４名で、委員会の定足数にあと１名足りま

せん。間もなくいらっしゃるという電話が入っているようでございますので、それまでの

間は懇話会とさせていただきまして、来られ次第、通常の委員会に切り換えたいと思いま

す。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

それでは、進めさせていただきます。 

 本日は、お忙しい中、園田政務官に御出席を賜っております。園田政務官は、所用のた

め、冒頭御挨拶後ご退席されるということですので、よろしくお願い申し上げます。 

○園田大臣政務官 おはようございます。今、御紹介賜りましたＰＦＩを担当させていた

だいております大臣政務官の園田でございます。どうぞよろしくお願いを申し上げます。 

 そしてまた、本日は大変お忙しい中、第 27 回のＰＦＩ推進委員会の皆様方にお集まり

をいただきまして、誠にありがとうございます。 

 今、渡委員長からもお話がありましたように、私、大変恐縮でございますけれども、こ

の後、退室をさせていただくことになっておりますけれども、後ほどでございますが、議

論が一通り終わった後に、恐らく大臣も駆けつけさせていただけるということになってお

るところでございます。そういう意味では、野田内閣の位置付けの中で、ＰＦＩ事業の重

要性というものを私どもも大変痛感をいたしているところでございますので、委員の先生

の皆様方、あるいは専門委員の先生の皆様方におかれましては、私どもと御一緒に、この

ＰＦＩ事業、民間等資金の活用事業というものをしっかりと進めていきたいということを

申し上げさせていただければと思っておるところでございます。 

 そして、先週の金曜日、９月 30 日になりますが、新しい改正法になりましてから、推

進会議、これは全閣僚を構成といたします閣僚会議が開催されることになったわけでござ

いますけれども、早速、先週の金曜日に第１回目が開催されたところでございます。その

席上、総理からは、国も地方も大変厳しい財政状況であり、民間の持っている資金とかノ

ウハウをどう活用していくかということが非常に重要であり、その意味からもＰＦＩの推
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進は大いにやっていかなければならないという御発言が総理御自身からございました。 

 また、さまざまなレベルでＰＦＩを推進していきたいという御発言も併せてこの会議の

中でもあったということでございます。私どもにとりましては、大変厳しい財政状況、そ

してまた、それのみならず、ＰＦＩが持っている潜在能力というものは、大変私どもにと

りましても重要であると考えておるところでございますので、是非これから推進委員会の

先生方の大きな御知見を、また御示唆をいただきまして、それをしっかりと政治主導の中

で、この内閣の中でも推進してまいりたいと考えておりますので、どうぞ引き続きの御指

導、御鞭撻を賜りたいと思っておるところでございます。 

 また、本日の委員会におきましては、東日本大震災からの復旧・復興についての意見交

換が行われるというふうに聞いているところでございます。やはり野田内閣の中において、

重要事項といたしましては、東日本大震災からの復旧・復興、そして原発事故の収束とい

うことが大きな柱になってまいっておるところでございます。その中において、ＰＦＩ事

業というものがいかに大きな有益なものになっていくかというところも併せてご議論をい

ただければと思っております。 

 また、今後、ワーキンググループにおいても震災復興におけるＰＦＩの活用について、

実務的な観点からの御議論が更に検討が行われると聞いておるところでございますので、

私ども政府といたしましても、東日本大震災、この被災地に対しますＰＦＩの活用、繰り

返しになりますけれども、重要だと位置付けさせていただいております。どうぞ委員の先

生の皆様方、あるいは専門委員の皆様方のさらなるお力添え、御協力、御指導をいただけ

ればと思っておるところでございます。 

 今後とも、私ども全力をかけてＰＦＩ事業の国家戦略の位置付けにもさせていただいて

おりますので、引き続きの御尽力をお願いを申し上げたいと思っております。 

 どうぞ今日はまた長い時間になりますけれども、是非さまざまな御知見からの御指導を

よろしくお願い申し上げます。 

○渡委員長 どうもありがとうございました。 

 では、園田政務官は、ここで退席されます。どうぞ、拍手でお送り願います。 

（政務官退室） 

○渡委員長 それでは、本日はどうぞよろしくお願いします。 

 最初の議題でありますけれども、３月に閣議決定し、５月 24 日の通常国会で成立いた

しました改正ＰＦＩ法が６月１日に公布されました。 

法律の施行は公布後６か月以内ということになっておりますので、現在、事務方にお

いて政令・府令等を作成中であります。速やかに改正法が施行され、実際に展開されるよ

うに、我々としては期待しているところであります。 

 そこで、政令・府令の作成作業の進捗状況につきまして、事務局から説明をお願いした

いと思います。よろしくお願いします。 

○事務局 まず、本日御審議いただきます政令・府令でございますけれども、現時点では、
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誠に申しわけございませんが、検討中の事項も多く、また、パブリックコメントの手続の

前でもございますので、関係する資料につきましては、委員限りとさせていただいている

ところでございます。資料をお持ち帰りいただきますのは当然結構でございますけれども、

すみませんが、取扱いには御注意いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

 政令・府令の検討状況でございますけれども、先ほど御紹介いただきましたように、改

正ＰＦＩ法は６月１日に公布されまして、一部の規定を除きまして、公布の日から６か月

以内に施行ということになっております。そういうことからしますと、施行の期限は 11

月末という形になろうかと思います。 

 施行には、ＰＦＩ法の施行令、施行規則、それから、運営権を登録することに伴います

登録の方法を定めます登録令、登録規則、その４本が必要となります。現在、金融機関の

皆様、事業機関の皆様等々、関係機関の皆様から意見を伺いながら内容を検討していると

ころでございますが、今後、パブリックコメントを経て制定する手順になると考えており

ます。 

 パブリックコメントの資料につきましては、資料１－２、１－３に付けておりますけれ

ども、説明につきましては、概要にございます資料１－１に基づきまして説明させていた

だきます。 

 まず、１ページ目でございますが、今回、法律におきまして、事業者の欠格事由という

ものを定めさせていただきました。事業者が、例えば破産者でございますとか、暴力団員

が事業者の中にあるというような事業者につきましては、入札に参加できないという規定

を設けさせていただきました。 

 ただ、法律におきまして、ＰＦＩ事業の事業者はほとんどがＳＰＣでございますので、

事業者本人だけじゃなく、親会社も欠格事由に該当すると、その子会社である事業者も入

札参加できないということにさせていただいたところでございます。今回、施行令におき

ましては、親会社の範囲を定めさせていただくというものが１点ございます。 

 １ページ目の四角の中に書いてございますけれども、親会社につきましては、会社法等

の規定にならいまして、当該事業者の議決権の過半数を有している場合でございますとか、

役員の２分の１以上を占めている、また、代表権を有する役員を自己の役職員が占めてい

るというようなものにつきまして、親会社というものに該当するということにさせていた

だきたいと考えております。また、親会社の親会社に当たるものも親会社に該当するとい

う形で規定させていただきたいと考えているところでございます。 

 ２点目の技術提案制度でございます。今回、法律におきまして、公共工事に適用されて

おります技術提案制度をＰＦＩにも導入することとさせていただきましたけれども、それ

の技術的な読み替え規定を規定するというものが政令でございます。 

 内容につきましては、極めて法技術的なものでございますので、説明については割愛さ

せていただければと思っております。 

 １枚おめくりいただきまして、２ページ目でございます。ＰＦＩ法の施行規則でござい
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ます。 

 まず、１点目が、今回、法律におきまして、民間事業者からＰＦＩ事業の提案をする制

度をつくらせていただきました。民間事業者が提案すると、行政の方がそれについての検

討をする義務を負うという制度でございます。内閣府令におきましては、民間事業者の方

が提案をする際に、どういった書類を添付することが必要かということを規定させていた

だいております。 

 法律におきましては、特定事業の案、四角の中に書いておりますが、つまり、ＰＦＩ事

業の案、それから、特定事業の効果・効率性に関する評価の結果を示す書類、つまり、Ｖ

ＦＭの算出結果を示す書類を添付することも法律において規定させていただいております

けれども、内閣府令におきましては、それに加えまして、特定事業の効果・効率性に関す

る評価の過程及び評価方法を示す書類といたしまして、ＶＦＭの算出過程を示す書類、こ

れを添付することを求めることとしたいと考えております。 

 これによりまして、行政に提出されましたＶＦＭが正しいかどうか、これを検証すると

いうことを可能にしたいと考えているものでございます。 

 ②でございますけれども、今回、法律におきましては、公共工事にならいまして、行政

側に２つの公表制度を求めるということをしております。１点が、公共工事でございます

と、公共工事の発注の見通しを現在は公表することになりますけれども、ＰＦＩ事業にお

きましては、実施方針の策定の見通しの公表という制度を設けさせていただきました。内

閣府令におきましては、公表の方法でございますとか、方法の内容につきまして、その詳

細を規定させていただきたいと考えております。 

 規定の中身につきましては、公共工事の場合の入札及び契約の適正化の促進に関する法

律に基づきまして、その旨にならい、規定させていだたいております。 

 四角の中でございますけれども、公表の方法といたしまして、毎年度、４月１日以降遅

滞なく公表することになっていますが、例えば国防に関する事項等、秘密にする必要があ

る場合には公表の対象外とする。 

 また、公表の方法としては、新聞紙への掲載とか、インターネットへの掲載でやってい

ただく。公表の内容としては、特定事業、ＰＦＩ事業の名称とか概要、施設の立地、あと、

実施方針を策定する時期といったものを公表していただきたいと考えておるところでござ

います。 

 １枚おめくりいただきまして、もう一点の公表制度でございますけれども、公共工事で

すと、契約を締結された際に、公共工事の契約を公表されているところでございますけれ

ども、それにならいまして、今回、改正ＰＦＩ法におきましては、ＰＦＩ事業者と行政間

で締結する事業契約を公表していただくという制度を設けました。 

 ここで御留意いただきたいと考えておりますのは、あくまでも公表の対象はいわゆるＰ

ＦＩ事業契約に限っておりまして、金融機関との融資契約でございますとか、下請契約は

公表の対象にならないというものでございます。 
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 四角の中でございますけれども、これにつきましても、公表の方法ですとか、公表事項

につきまして、詳細な規定を置かせていただきたいと考えております。 

 先ほどと同様の点が多いところでございますけれども、公表の方法としては、事業契約

を締結したときは、遅滞なく公表する。秘密にする事項がある場合は公表の対象外とする。

インターネット等により公表する。 

 あと、公表の内容といたしましては、法律におきまして、下に※印で書いておりますが、

既に、施設の名称や立地、選定事業者の名称、施設の整備等の内容等につきまして公表し

ていただくことを規定しているところでございますけれども、それに加えまして、契約金

額。独立採算型といった契約金額が存在しない場合は除くということでございますけれど

も、契約金額でございますとか、契約終了時に関する措置。例えば、事業期間が終結した

際に、施設をどのように取り扱うのかといったようなことについて公表していただきたい

と考えているところでございます。 

 １枚おめくりいただきまして、④でございます。今回、公共施設等運営権制度を創設さ

せていただきました。運営権制度を活用していただきます場合には、事業の開始前に行政

と事業者との間で公共施設等運営権実施契約を締結していただくということとしておりま

す。内閣府令におきましては、運営権で定めていただく最低限の事項を定めさせていただ

きたいと考えているところであります。 

 四角の中ですが、既に法律におきまして、施設の運営の方法でありますとか、事業の継

続が困難となった場合における措置に関する事項ですとか、そういったことにつきまして

は、既に契約の中に締結してくださいということで規定しているものでございます。 

 それに加えまして、契約の変更に関する事項、例えば、変更を申し出る場合には、一定

期間前までに申し出てくださいとか、そういった、将来、契約の変更になってトラブルに

ならないように、契約の変更に関しての手続に関する事項を定めていただきたいというふ

うに規定させていただきたいと考えているところでございます。 

 それから、⑤は、先ほどの事業契約の公表と全くパラレルでございますけれども、公共

施設等運営権実施契約につきましても、締結された際には一定事項を公表していただくと

いうものでございます。 

 府令に定めさせていただきたいと考えている事項につきましては、ほぼ事業契約の場合

と同じでございますけれども、公表内容の一部につきましては、一部違っております。 

 四角の中の３つ目のポツの上の方ですけれども、公表事項の一つといたしまして、運営

権の設定に際して公共施設等の管理者等が運営権者から徴収する金額又はその決定方法と

いうことで、いわゆるコンセッションフィー、運営権の対価として民間事業者に支払って

いだたく金額もしくはその金額の定め方を公表していただきたいと考えております。 

 ただ、ここにつきましては、この決め方が実際に公表することが運営権者の競争上の地

位を害するような場合がありうると聞いておりますので、そこについては除外するという

方向で検討させていただいているところです。 
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 その他、契約終了時の措置に関する事項も公表していただくということに関しましては、

事業契約の場合と同じと考えさせていただいております。 

 もう一枚おめくりいただきまして、最後に、運営権の登録する場合の方法ですとか、登

録事項について定めます、公共施設等運営権登録令、運営権登録令施行規則でございます。

この中身につきましては、いわゆる不動産登記制度と全くパラレルに、極力パラレルにな

るように、現在、作業を進めさせていただいているところであります。 

 例えば、不動産登記と同じように、四角の中の②のところで書かせていただきましたけ

れども、例えば登録簿を表題部と権利部に区分する。権利部を甲区と乙区に区分して、権

利に関する事項とか、抵当権に関する事項を記載する。あと、登録手続につきましても、

運営権や抵当権の設定とか移転に関する登録、それから、仮登録とか仮処分に関する登録、

仮登記とか仮処分に関する登記に相当する部分でございますけれども、そのように不動産

登記とほぼ同様の制度を設けたいと考えているところであります。 

 大きく変わる点を２点だけ説明させていただきますと、１つは、不動産の登記ですと、

当然、登記所の登記官が行っていただく形になりますけれども、登録義務につきましては、

①のところに書かせていただきましたように、内閣府において行うということとさせてい

ただきたいと考えております。 

 もう一点は、②の登録簿のところですけれども、登録簿につきましては、内閣府に一元

的に備えさせていただきたいと考えさせていただいているところであります。 

 現在、こういった方向性で政令、内閣府令の検討作業を進めさせていただいているとこ

ろでございます。どうかよろしく御審議の方よろしくお願い申し上げます。 

 私からの説明は以上でございます。 

○渡委員長 ご説明、ありがとうございました。 

 先ほどＡ委員が御到着され、出席数が本会の定足数である過半数となりましたので、た

だいまより懇話会から委員会に切り換えさせていただきたいと思います。 

 では、ただいまの事務局からの説明に関しまして、御質問がございましたら、どうぞお

願い致します。 

○Ａ委員 遅れて来た上に済みません。 

 私が入る前に御説明いただいたことかもしれないので、そのときはそのようにおっしゃ

っていただいて結構なんですけれども、２ページの民間事業者による提案制度のところで

すね。これは、民間事業者の添付書類のことは書いてあるんですけれども、提案を受けた

行政側の義務については、何らかの規定はないんでしょうか。 

○事務局 お答えさせていただきます。 

 法律におきましては、提案があった場合に、その提案を検討して、その結果を民間事業

者に対して通知するという義務のみを法律上書かせていただいております。政令とか内閣

府令におきましては、新たな義務を行政の側に課すようなことは考えておりません。 

○Ａ委員 例えば、その検討の期間だとか、あらかじめ検討体制を告知しておくとか、あ
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るいは、提案をした内容の知的財産権が保護されるとかという規定が当然想定されると思

うんですけれども、それはどのような検討状況になっていますか。 

○事務局 まず、検討の期間につきましては、実は極力速やかな検討が望ましいとは考え

ておりますけれども、提案の内容によってさまざまかと考えておりますので、なかなか一

律に義務付けるということは困難かなと。これは法律義務で議論があったんですけれども、

考えておるところでございます。 

 それから、検討の際の優位事項につきましては、これは、政省令というレベルではなく

て、例えばガイドラインに必要な事項につきましては、ガイドラインの中で示させていた

だきたい、また御審議いただきたいと考えているところでございます。 

○Ａ委員 知的財産権はこのレベルで書いておかなければいけないことだと思うんですけ

れども、従来の発案条項が機能しなかった理由の一つとして、行政がそのアイデアを、当

然バリュー・フォー・マネーの計算を義務付けている以上、バリュー・フォー・マネーの

根拠たる民間のアイデアが提案書の中に含まれているわけですね。そのアイデアが全く保

護されないかもしれないというリスクのもとに、民間が提案を行うことはあり得ないわけ

で、提案条項を機能させるためには、知的財産権法規定ができるだけ上位のところにある

というのが当然だと思いますけれども。 

○事務局 知的財産権の保護につきましては、その必要性については我々も認識しており

ますけれども、それをまた、どのレベルで保護しなければいけないかということにつきま

しては、また検討させていただきまして御相談したいと思いますが、よろしいでしょうか。 

○渡委員長 確かに大事な点だと思います。 

 今の回答でよろしいですか。 

○Ａ委員 はい。 

○渡委員長 ほかにいかがでしょうか。Ｂ専門委員、どうぞ。 

○Ｂ専門委員 同じく２ページの①の民間事業者による提案制度に関してなんですが、先

ほど御説明があったように、今回の内容で、以下の書類を添付しなければならないという

ことで、特定事業の効果及び効率性に関する評価の過程及び評価方法を示す書類というこ

となんですが、この書類の位置付けというのは、いまいちよくわからないんですが、これ

は、民間の提案の内容そのものという理解でよろしいんでしょうか。それとも、提案の内

容を、例えば受け取った行政の方が評価するに当たって、特に定めに何か指定の様式とい

うか、そういう位置付けなんでしょうか。それで、例えばこういうものが規定されると、

更にこの添付書類については細目が定まってきて、それに厳格に合致しないといけないと

か、そういう扱いになるんでしょうか。 

○事務局 まず、この書類につきましては、いわゆる提案の際の添付書類としての位置付

けをさせていただいております。したがいまして、民間事業者の方々が御提案をいただき

ます際に、この書類をＰＦＩ事業の案、ＶＦＭの結果を示す書類と併せて、算出過程を示

す書類についても同時に提出していただくという位置付けと考えておるところであります。 
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 こういったものが規定されると、またそれをより厳格に、この書類の提案の提出につい

て、行政からの求めが強くなるのかというような御質問だったかと思うんですけれども、

私どもとしては、もともとＶＦＭの結果を示す書類を提出することを法律上お願いしてい

るところでございますので、その結果を行政が検証するに当たって、これが合理的な結果

だということを示すのに必要な書類が提出されれば、それで十分足りるものと考えており

ます。 

○Ｂ専門委員 わかりました。 

○渡委員長 Ｃ委員、どうぞ。 

○Ｃ委員 先ほどＡ先生がおっしゃったことはそのとおりだと思いますので、是非ガイド

ライン等々で公共側の評価のプロセス、判断について、きちんとした形で文書で民間に回

答するというようなことを入れていただきたいのが１つです。 

 それから、バリュー・フォー・マネーの過程といいますか、結果をきちんと書類をもっ

て民間が提出するというのは、なかなか容易ではないと思うんです。従来型と比較して自

らの提案がどの程度のＶＦＭがあるかについては、従来型のトータルコストを算出する上

での情報やデータがないと、なかなか的確なものは民間側には出しにくいと思います。そ

れに関して、公共側が民間からのリクエストに応じて必要な情報を提供するという義務と

いったものはないのでしょうか。 

○事務局 今回、提案制度は民間側の権利という形で規定させていただきましたので、も

し行政側に義務をかけるんでしたら、恐らく法律上にその旨を書く必要があったかと思い

ます。確かに、委員御指摘のように、ＶＦＭを計算する際に、もともとの公共事業として

施行した場合にどれぐらいのコストでできたのかということを算定するに当たって、公共

が持っている情報を民間側の方が一定程度それを入手できないと、なかなかその算出が困

難だという場合もあろうかと考えます。また、そこのやり方につきましては、恐らく法律

とか、政省令レベルではないかと思いますけれども、公共側がどのような協力等をすべき

かという点につきましては、また、やり方について、先ほどの提案のやり方についても同

じでございますけれども、ガイドライン等々でまた検討していきたいと考えますが、よろ

しいでしょうか。 

○Ｃ委員 是非お願いします。法律には少なくとも提案を求めるように努めなければなら

ないことが明記されており、民間が提案できるように努める義務が公共にあるわけですか

ら、それは具体的に何かというと、情報やデータを開示するということかと思いますので、

ガイドラインで対応をお願いできればと思います。 

○渡委員長 Ｄ専門委員、どうぞ。 

○Ｄ専門委員 民間提案に関して、以前も御説明あったかと思うんですけれども、民間提

案があったときに、民間提案、それを採用された後のお話なんですけれども、その場合に、

当該民間の方を最終的に公募にかけて、その事業を実施するときにどのように扱うかとい

うところは、前からペンディングだったと思うんですけれども、今回はここには何も法律
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事項としては書かれていないので、どこで書くかというのと、これは調達制度といいます

か、従来の国であれば会計法、地方自治体であれば地方自治法との整合性もあるので、ど

ういうふうに今後考えていくかというのを、他省庁と、財務とかそういったところの関係

も今後検討状況というのを教えていただいて、これは余り大ごとになるのも大変ですけれ

ども、場合によっては省庁間の協議事項、会議の事項で、要は、せっかくいい提案をした

人を少しは有利に取り扱ってあげないと、民間提案としても出てこないという可能性もあ

るので、この辺の現在の検討状況とか、今後の検討の見通しというあたりを教えていただ

ければと思います。 

○事務局 委員御指摘いただきましたように、法案の国会審議の場におきましても同様の

議論が出たところでございます。我々としてなかなか難しいなと思っております点は、１

つには、確かにある一定のインセンティブがないと、提案制度がなかなか有効に活用され

てこないであろうという方向性と、もう一方におきまして、やはり入札というのは競争の

透明性、公平性を確保すべきだという、この２つの要因をどのように両立させるかという

ことがなかなか困難なことがあろうかと考えております。 

 ただ、先ほど申しましたように、どういったインセンティブ付けが可能かということに

つきましては、国会のときに申し上げましたけれども、関係行政機関等々と協議の上、そ

こを見出していかなければならないと考えておりますが、まだ調整中の状況がかなりあり

ますので、具体的に、では、どこの部分でどういうふうにインセンティブが与えられるか

どうかにつきましては、現時点では相当まだ不確実な部分が多いものですから、御紹介さ

せていただくのは控えさせていただければ幸いだと思っておりますけれども、いずれにし

ましても、有効にこういった制度がちゃんと回りますように、そういったインセンティブ

付けの可否につきましても、積極的に調整を進めさせていただき、途中経過を報告できる

状況になりましたら、報告させていただきたいと考えております。現時点ではなかなか難

しいということを御理解いただければと思います。 

○渡委員長 ただいまの回答で、宜しいでしょうか。 

 それでは、ほかにありますでしょうか。Ｅ専門委員、どうぞ。 

○Ｅ専門委員 少し細かいところで恐縮ですが、コンセッションフィーの件ですが、４ペ

ージの公表と、５ページの登記のところ、登録のところで、登録免許税法の方では、登録

というのは公共施設等運営権の価格というのが課税標準になっていて、それの 1000 分の

１が登記料ということになっているのですが、公共施設等運営権の価格というのが「公

表」のところに書いてある徴収する金額というコンセッションフィーになるということで

すか。 

○事務局 運営権の価格をどう算定するかにつきましては、基本的にはコンセッションフ

ィーが一つの基準になってくるかと思うんですけれども、具体的に、勿論適用する際にす

ぐに必要になってくるわけですけれども、どういう形でどういったものが算出する内容に

入ってくるか、入ってこないかということも含めて、税務当局との調整事項かと考えてお
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ります。 

 ただ、一つの基準としては、このフィー自体が一つの基準になってくるということは、

我々としてはそう考えているところであります。 

○Ｅ専門委員 わかりました。要するに物権とみなすということになりましたので、不動

産に準ずるという大変しっかりしたものですから、登記もどのようになるかと思いました

ので質問させていただきました。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 ほかにございませんでしょうか。Ａ委員、どうぞ。 

○Ａ委員 先ほどのインセンティブの件なんですけれども、行政刷新会議に公共サービス

分科会というのがあって、そこの３月のとりまとめの中で、これはＰＦＩだけではなくて、

一般的な調達の仕組みとしてインセンティブが必要であるという認識があって、平成 23

年度中だったか、平成 23 年度にだったか忘れましたけれども、検討するということにな

っていまして、まだ検討がスタートしていないんですけれども、そういう動きと連動して

いただきたいなと思います。 

 それで、先方の問題意識は、やはりインセンティブがないとなかなか民間の提案という

のは出てこないと。入札で行う場合と、自治体の場合には、多くプロポーザル方式をとっ

ていて、随契だけれども、プロポーザルが劣位にあるわけではなくて、必要なのは競争性、

透明性であって、競争的透明なプロセスであれば、結果として随契としてのプロポーザル

方式をとっても、何らそこに差はないだろうと。したがって、その中で共存できるインセ

ンティブ方式というのは、入札とは共存できないかもしれないけれども、プロポーザルと

は共存できるので、そういう方式をうまく取り入れていきたいというのが問題意識として

ありまして、現にそのような近いことをやっているような自治体は幾つもあります。 

 それで、この議論に戻すと、一応国のことを念頭に置いて議論されると思うんですけれ

ども、そこで非常にリジッドな入札のルールがこうですということで結論を出されると、

自治体の自由度というのは非常になくなってしまって、本当に現場で困ってしまうという

ことになってしまうので、その辺は十分に御配慮いただきたいなということで、刷新会議

の方と連動していただけるとありがたいなと思います。 

○事務局 よく情報収集なり、また連携なりさせていただきたいと考えています。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 Ｂ専門委員、どうぞ。 

○Ｂ専門委員 多少技術的なことかと思うんですが、５ページの運営権の登録に関する手

続についてなんですが、ここでは明確に書いていないと思うんですが、内閣府が事務を所

管するときに、運営権を登録する人間が登録免許税を払うという仕組みになるんでしょう

か。 

○事務局 登録免許税を支払っていただくのは、当然、登録を申請していただく者の側で

ございますので、例えば収入印紙などを貼っていただいて申請をしていただくという形に
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考えていただいているところでございます。 

○Ｂ専門委員 そうすると、税率といいますか、料率はどういうふうになるんでしょうか。 

○事務局 そこにつきましては、登録免許税の率につきましては、改正ＰＦＩ法の中で登

録免許税法の一部改正を行いまして、そこで規定させていただいているところでございま

す。 

○Ｂ専門委員 私、不勉強で見逃していると思うんですが、具体的にはどんな。 

○事務局 委員のお手元にはこういった合本、法律の資料があるかと思うんですけれども、

その中の真ん中あたりに、２段になっている新旧の表がございます。その中で、28 ペー

ジ、29 ページあたりから登録免許税法の改正の規定が書かれております。例えば 29 ペー

ジにおきますと、公共施設等運営権の登録の際の登録免許税の規定として、設定の登録の

際に、運営権価格の 1000 分の１等々の規定をもう既に設けさせていただいているところ

でございます。 

○Ｂ専門委員 そうすると、その料率はもう既定というか、決定ということですね。 

○事務局 昨年、制度をつくりますときに、制度創設のときには原則どおりの料率で法改

正しなければいけないというルールになっておりますので、一般則どおりのルールになっ

ております。本年、ですから、来年度要求ということになるんですけれども、現在、私ど

もの方で、この部分に関して、要するに提言してほしいという税制の改革要望を出してい

るところでございます。この部分に関しては、税務当局から具体的にコンセッションが動

いたときの実害といいますか、影響とか、そうしたものを踏まえて一個一個判断していく

ということになっていまして、実際、登録免許税というのは、各客体ごとに、例えば航空

機であるとか、土地であるとか、そういった客体ごとに税率が大きく異なっておりますの

で、具体的にどういう施設がコンセッションの対象になるのかというところの、例えば水

道事業であれば、民間の水道事業に関する登録という制度がございますので、実際、そう

いったものが出てきたごとに、その施設ごとに料率を考えていかなければいけないという

ことで、今回、私どもが公共団体さんにお聞きした限りで、どうも動きそうだという分野

に関して、現在の登録免許税の制度の中で、おのおのの項目の中で一番安い、つまり、現

行制度の中で認められている中で一番安い制度に全部切りそろえて、出そうな、動きそう

な施設に関して、来年度要望という形で要求をしているというところでございます。 

○Ｂ専門委員 そういう減額の要望は是非お願いしたいと思うんですが、私の議論のポイ

ントとしては、例えば不動産登記制度と比べると、不動産登記というのは、同じ土地の権

利の優先権を明確にするという、あるいは二重の設定を防止するというような、公正な取

引を守るという意味合いがあって、あるいは非常に取引も煩瑣であるということで言うと、

一定の料率を設定する意味があると思うんですが、今回の事業権の登録というのは、あく

までもそういう権利が間違いなく設定されて、担保の対象にもなるという物権化の一つの

要因でありますけれども、じゃ、同じ権利が二重三重に扱われるかというと、そういう危

険というのは比較的少ないのかなと。そうすると、不動産登記の料率とは違って考えてい
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ただいてもいいのかなという気もします。いずれにしても、そういうことは重々お考えだ

と思いますので、今後の実務の方で、登録だとか取引を少しでも円滑にしていただくよう

な料率設定をお願いしたいと思います。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 ほかにも意見があると思いますけれども、議事を進めて行きたいと思いますが、よろし

ゅうございますか。 

（「はい」と声あり） 

○渡委員長 多くの御意見、あるいは御要望が出されました。この場で御納得いただいた

点もありましたが、今後の検討事項や、まだ作成途中で詳細が決まっておらず別途報告す

るというテーマもございましたので、事務方におきましては、委員の皆様のご指摘をしっ

かり受けとめて、今後対応していただきたいと思います。 

 それでは、次の議題に入らせていただきたいと思います。 

 次の議題は、モデル事業の進め方への委員会としての対応についてであります。前回の

この委員会で、私に対応方針を御一任いただき、事務局から各委員及び専門委員の皆様方

にその内容を御連絡させていただくということで、御了解をいただきました。つきまして

は、今後モデル事業を設定する内閣府から説明を受けまして、考え方を委員の皆さんで共

有していきたいと思っておりますので、よろしくお願いします。 

○事務局 では、御説明させていただきます。 

 委員長の御指示で、事前に各委員の皆様方に御説明にあがりました。最初の方に御説明

した方、時間的に後の方々、色々いらっしゃいまして、だんだん皆さんの御意見を入れて、

少しずつ変わっていまして、最初の方に御説明した皆さんは、随分変わったなという感じ

かもしれません。その辺も含めて御説明させていただきます。 

  

 委員長の御指示で、１枚目の紙、モデル事業というものがどういうものかというコンセ

ンサスの整理をさせていただきました。 

 モデル事業の目的と書いてあるところは、中間とりまとめの内容をそのまま引用いたし

ました。要すれば、実際の事業の現場の問題点というものをしっかり把握して、それを踏

まえて改善策を講ずることによって、ＰＦＩのニーズの掘り起こしをしていこうと。ここ

までは、各委員の皆様方、共通認識だと思われます。 

 ただ、実際の事業の現場なるものがこれから起こるものなのか、それはなかなか難しい

から、今まで起きたものを使っていけばいいのかと、その辺に関して前回御議論があった

と認識してございます。 

 どういうように具体的に進めるかというお話でございますが、２枚目に年度内中心にで

きそうなものということで、①、②、③と３つ書いております。まず、ＰＦＩに至るまで

のプロセスということで、１個のＰＦＩができるまでの間に、そこに、たどり着けなかっ

たものが幾つかあると。つまり、実際実施方針にたどり着くまでの間に、いろいろなスク
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リーニングで落ちてしまったものが各々の公共団体あるだろうということで、そうしたプ

ロセスに関して色々と話を聞かせていただいて、その辺のてこ入れをすることによって、

ＰＦＩの数を増やすことができるのではないかというのが①の問題意識でございます。 

 ②に関しましては、これはやはり汎用性の高いもの、グッドプラクティスというのは、

ほかの公共団体でも使えるものですから、こういったものをしっかりと整理していこうと

いう考え方でございます。庁舎系のものとか図書館とか、各公共団体さんで使えそうなも

のというものをしっかりと整理していこうという考え方でございます。 

 ③でございますが、実施方針を策定した後で、やっぱりやめたとか、新聞報道等でもや

めることになったというものが時々専門紙に載っていますけれども、そうしたもの。それ

から入札広告したけれども、民間の方が全然応募してくれなかったというものもございま

す。そうしたものをしっかりと整理して、そこまで頑張ったのに何でうまくいかなかった

のかというあたりをしっかり整理して、こういうことによって、公共団体さんを中心に一

生懸命やっているものを、更にサポートして、件数を増やす方に持っていきたいというこ

とでございます。 

 具体的には、②に関してはモデルを提示し、①と③は、恐らくガイドラインへの反映と

いうことになろうと考えられます。 

 それから、Ｃ先生から御指摘いただきました①に関しては、半年くらいで検討して終わ

りになるような簡単な問題ではないという御意見を賜りまして、まさにおっしゃるとおり

で、①の問題というのは、別に年内ですぐに決着をつけてしまうという話でなくて、そこ

からまた中期的課題の今後の話にしっかりと進めていくようにというような観点で私ども

は取り組んでまいりたいと考えております。 

 それから、中期的課題の方でございますが、私どもは今後、例えば公共団体さんで、Ｐ

ＦＩをやるということをオープンにしているような事業、つまり、一部、例えば首長さん

の御意向とか、例えば水道事業とかなんとか事業は、これはこれからもコンセッションと

かＰＦＩでやるんだということを先に宣言なさる場合というのが、余り多くはないですけ

れども、過去にもございました。それから、震災復興などでもそうしたことが今後起こる

かもしれません。そうした場合には是非とも私ども積極的にこれを取り上げて、モデル事

業として環境が整えば、あとは公共団体としっかりとお話をさせていただいて、モデル事

業という形でまたここで取り上げて御紹介できるようにしてきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 進め方や考え方につきまして各委員の御意見を承った結果、今説明があったとおりの内

容でまとまったわけであります。しかし、なお御意見がある場合には、どうぞご発言いた

だきたいと思います。 

 Ｆ委員、いかがでしょうか。 

○Ｆ委員 年度内のフィージビリティからお考えいただきまして、本日のこういう見方は、
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適切じゃないかなと考えておりますが、１点、今の御説明の紙に入っていないことで、前

回御提案いたしました大きなリスクイベントが起こったようなことに関して見直してみて

はいかがでしょうかと。実は、幾つかＰＦＩ事業でリスクイベントが起こった例があると

思いますが、その中で、スポパーク松森だとか、タラソ福岡だとかというのは、実は私が

中心になりまして調査を行いましてレポートを出させていただいております。それは、大

ざっぱに言えば、ＰＦＩが原因でそうなったんじゃないよというような結論ではございま

すが、逆にどこに問題があったのかということを明確にすることによって、その事例が今

後のＰＦＩ推進の障害にならないようにということを考慮したことでございます。 

 いろいろな事業で大なり小なりリスクはあると思いますが、特に病院の場合はかなりい

ろいろな形で報道されていまして、私としては、それに関しての詳しい調査というのをま

だ見たことがないため、先ほど申し上げた観点から大変懸念を持っております。その後、

その影響がどこまであるのかというのは承知しておりませんけれども、そういうものでそ

の分野の事業が進まないということになれば、一つ問題なのかもわかりません。ですから、

これがこの委員会でやるべきことなのか、あるいは、それこそ当該の責任者のもとでやら

れるべきなのかということはあるとは思いますけれども、何らかの形でそういう形に関し

て客観的なレポートが出るということを期待したいと考えております。ですから、今回は

こういう形で進めると思いますけれども、長期的にはそういうこともお考えいただければ

と、あえて申し上げます。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 これに関しまして、事務局はコメントありますか。どうぞ。 

○事務局 リスクイベントが起きた場合、当該事業の現場、公共団体を中心に、その処理

に非常に御苦労なさって、まだちょっとその後、余り時間がたっていない状況ということ

で、そうした状況の中で、先生御指摘になった必要性は私ども事務局としてしっかり認識

しております。そういったことがどの段階で、どういう形でできるかということを、当該

公共団体さんとか現場の皆さん、それから、関係者の皆様方に当たりながら、慎重に対応

してまいりたいと考えております。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 よろしゅうございますか。 

 Ｃ委員、どうぞ。 

○Ｃ委員 １点だけ、表現についてですが、今、事務局から御説明いただいた内容でよろ

しいかと思うんですけれども、①の「ＰＦＩに至るまでのプロセス」という表現ですと、

ＰＦＩになったものについてのプロセスを調べるというふうに受け取られかねないので、

むしろ「ＰＦＩにならなかった事業の分析、課題の抽出」という表現にしていただければ

と思います。 

○渡委員長 確かに、「ならなかった」という表現の方が適切ですね。 

○事務局 まさにそういうことをやりたいということですので、表現はそのように変えさ
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せていただきますので。 

○渡委員長 ご指摘のとおり、変えた方が良いと思います。根本委員、どうぞ。 

○Ａ委員 ちょっとその点に関して。もっと正確に言うと、恐らく「公共事業の手法に関

する意思決定のプロセス」ということだと思うので、ＰＦＩを全く検討しない場合もあれ

ば、検討してだめになる場合もあると思いますね。 

○渡委員長 ありがとうございます。 

 Ｇ専門委員、どうぞ。 

○Ｇ専門委員 今回、短期的な調査を踏まえて、次回の中期的な課題につなげるというや

り方は、私は賛成です。 

 １点だけですけれども、目的のところにＰＦＩ事業のニーズを掘り起こすためにという

のがあります。これはこれであるかとは思いますが、ＰＦＩ事業のクオリティを上げる、

そういった視点を前回私は説明したつもりだったんですけれども、そういった視点もこの

目的の中に取り入れていただければありがたいなと思っております。 

○渡委員長 それは良いご指摘ですね。 

○事務局 思いは同じことでございます。すみません、事務的に中間とりまとめをそのま

ま引用してしまったので、こういう表現なんですけれども、全くそういった問題意識も含

めて進めてまいりたいと思いますので。 

○渡委員長 わかりました。 

 他にございますか。Ｈ専門委員、どうぞ。 

○Ｈ専門委員 この資料の方では中期的課題に関しては①に絞られて今後取り組むという

ふうに書かれているんですが、それはよろしいですか。私は、②も③も、短期的に終える

と、言葉は悪いんですけれども、これまでのアニュアルレポートの各プロジェクト紹介の

ように、かなり表層的な分析に終わってしまって、今回、モデルプロジェクトの目的であ

るニーズの掘り起こしとか、今、Ｇさんがおっしゃったようなクオリティを上げるとかと

いうことにはなかなか到達しないのかなと。特にニーズ掘り起こしをしようと思ったら、

今はマイナスのイメージがあるようなところを、どんなふうにしたらプラスになるのかと

いうことを公共の方にも民間の方にも、そのイメージを払拭するような具体的なメリット

を言わなければいけないはずですし、あと、ＰＦＩの事業のクオリティを上げるためには、

今は制度が色々あって、各現場で苦労されているような制度のすき間を埋めるようなガイ

ドラインだとか、契約書だとか、あとはプロジェクトを進めるに当たっての書類とかのひ

な型を徹底的にそろえるのが一つの手だと思うんですね。そういうことをしていくには、

短期的ではかなり無理があるんじゃないのかな。短期的にやることに関して私は反対いた

しません。ただし、中期的な課題というのを①、②、③の中の①だけじゃなしに、全部含

めて、そもそものモデル事業の目的を達成するに当たってどういうふうに取り組んだらい

いのかというのを今後御検討いただければなと思います。 

○渡委員長 事務局、どうぞ。 
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○事務局 短期、中期というのは、最初におっしゃったような、私どもの年度内の委託調

査の対象であるかないかということで機械的に一時的には分けさせていただいていますの

で、①についてというのは、御指摘いただいて①とお書きしたので、②がどこまで時間が

かかるかという問題はあるんですけれども、少なくともアニュアルレポートのようなあの

レベルのことをしたいという問題意識ではございませんので、そこがどのくらい私どもの

作業量との関係でかかるかということはわかりませんが、年度内でしっかりしたものがで

きなければ、当然、年度を超えてでもやっていくという意識は共有しているというように

考えております。 

○渡委員長 ほかにございますか。Ｉ専門委員、どうぞ。 

○Ｉ専門委員 中期的課題の方は、業種、事業形態で言うとどういうものを念頭に置いて

いらっしゃるのか、教えていただければと思います。 

○事務局 中期的課題としてＣ先生等から御指摘いただいたのは、これから立ち上げてい

こうというものを、過去に終わったものではなくて、しっかりと最初の段階から見ながら、

場合によってはいろいろアドバイスしながら委員会として関与していきたいという問題意

識だというふうに認識しております。非常に条件が制約されていますので、そういったも

のをまず探すということに私どもは全力を挙げたいと思っているんです。ですので、そこ

でまた○○業種というのを制約してしまいますと、更に選択肢が狭まりますので、まずは

事業の相当早い段階から、委員会の方にこういったものがありますよという情報提供をし

ていただいて、一緒にやっていきますという方を、まずは余り門戸を狭めずに探してみた

いと。その中で、例えば、これならいいじゃないかとか、これは余り意味がないよという

選択は、また委員会の方に御報告した段階で御判断いただきたいと考えております。 

○Ｉ専門委員 ありがとうございます。 

 １点コメントなんですけれども、今度、公共施設等運営権という新しい制度ができまし

て、これはゼロからつくるやつではなくて、既にできている施設についても適用があると

いうことなので、これについてはどなたもまだやったことがない案件だと思いますので、

そういうもののニーズを掘り起こすという意味からも、既にでき上がっている施設につい

て運営権を使っていくとどういうメリットがあるとか、そういうところをいろいろ研究し

て、地方公共団体の皆様にその成果を発表されると、ニーズの掘り起こしになるのかなと

思います。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 Ｊ専門委員、どうぞ。 

○Ｊ専門委員 短期的調査に関して１つお願いといいますか、十分御認識いただいている

とは思うんですが、恐らくＰＦＩに至るまでのプロセスですとか、また、③の非事業化の

ところのそういう事態になった理由については様々あると思うんですが、恐らくＰＦＩと

いう枠組みの中でその課題が解決できるものと、さまざまな関係省庁様ですとか、いろい

ろＰＦＩを超えるような課題によって、中断なり頓挫なりという両方があると思います。
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現在の政権の中ではＰＦＩが非常に重要な位置付けになっているということもありますの

で、短期的調査の中でＰＦＩの枠組みの中で解決できない問題についても是非整理をいた

だいて、積極的に関係省庁にも環境整備で御協力いただけるようなまとめ方をしていただ

けるといいのではないかと思います。 

○事務局 従来、余りＰＦＩの分野の議論で、議論そのものの対象から外すということは

してきたつもりはないんです。ただ、その中で最後に内閣府として措置できることと、他

省庁に措置していただかなければいけないこと、あるいは公共団体の現場の皆さんに措置

していただかなければいけないことと、いろいろなレベルのものがありますが、議論その

もの、つまり、ここに問題があるんじゃないかとか、そうしたこと自体を制約したつもり

はないし、ましてや今回の調査でそうしたものを排除するつもりもございません。 

○渡委員長 Ｊ専門委員、今の回答でよろしゅうございますか。ありがとうございました。 

 ほかにご意見ございますでしょうか。 

 それでは、モデル事業の今後の進め方につきましては、以上議論したような内容で大枠

進めさせていただきたいと思います。細かい問題が発生しましたら、都度、委員会でよく

議論しながら、あるいは委員の皆様に個別にご相談しながら進めていきたいと思いますの

で、よろしくお願い致します。 

 それでは、次の議題に入らせていただきたいと思います。 

 次の議題は、復旧・復興に関してであります。現在、東日本大震災からの復旧・復興が

進められているわけでありますけれども、第一線の状況に詳しい６名の方々から、現在の

具体的な作業状況につきまして、各々10 分程度を目安にご報告していただきたいと思い

ます。６名 10 分ですと１時間かかりますので、御協力をよろしくお願いします。第一線

の報告を聞き、現状の問題点を委員の皆様の間で共有していきたいと思っております。 

 ご質問等につきましては、全員のご報告が終了した後に、まとめて行いたいと思います

ので、よろしくお願いします。 

 それでは、まず、東日本大震災復興対策本部事務局の尾澤参事官から御報告をお願い致

します。よろしくお願いします。 

○尾澤参事官 ただいま御紹介にあずかりました東日本大震災復興対策本部事務局の尾澤

と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 お手元の資料の３－１で御説明をさせていただきたいと思います。お時間もないので、

雑駁になるかもしれませんが、御容赦をいただきたいと思います。 

 まず、１ページは、震災の概要ですので、もう皆さんよく御存じと思いますので、ここ

はよく見ていただければと思います。 

 ポイントだけ一言で言いますと、非常に規模が大きい。マグニチュード９というのは、

世界でも４番目、チリ、アラスカ、アリューシャンに次いで４番目である。 

 それから、マグニチュード７以上が余震を含めて５回起こっています。だから、非常に

規模が大きかった地震であったということであります。そして、ここにあるような被害が
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出たということでございます。 

 次、２ページ、お願いいたします。では、どういう体制でこの復旧・復興に臨んでいる

かということでございます。 

 ３つの対策本部がございます。真ん中の緊急対策本部。これがまず最初に立ち上がりま

して、実際の復旧・復興に向けての特に復旧の部分ですね、始まったわけでございます。

それから、原子力に対しましては、原子力災害対策本部ができております。それから、右

側にあります復興対策本部。現在、こちらにシフトしてきたわけでございますが、復興に

向けての対策本部と、この３つの本部が連携して、対復旧・復興に向けて対応していると

いうことでございます。 

 次のページ、復興の対策本部の体制について御説明したいと思います。 

 今は復旧・復興の段階に入ってきていると。その中で、対策本部は、本部長、内閣総理

大臣でございまして、各閣僚が本部員になっていると。私がおりますのは、この下にあり

ます事務局というところでございます。こちらに 117 名の常駐ということで、非常にたく

さんの数の職員が、今、働いているということでございます。 

 それから、現地には３つの対策本部がございます。岩手、宮城、福島と、こちらに現地

の対策本部があるということでございます。 

 それから、下に復興構想会議というのがございまして、こちらで復興に向けての提言を

いただき、これを政府として基本方針をつくり、そして現在、復旧・復興に至るというプ

ロセスを経ておるわけでございます。 

 次のページをお願いいたします。では、原発災害、これをどういうふうに今対応してい

るかという政府内の分担を簡単に書いてございます。 

 原発事故対策につきましては、原子力災害対策本部の方で行っております。下にどうい

うことをやっていますというのが書いておりますが、除染とか、避難区域の見直しとか、

放射性廃棄物の扱いとか、また、賠償、補償の問題とか。 

 これに対して、復興本部の方では、その地域の復旧・復興に向けての対応をやっていま

す。この２つの本部が緊密に連携を図りながら、原子力災害に対して、今、対応している

ということでございます。 

 次に、５ページでございますが、これは復興対策本部事務局の体制を書いてございます。 

 大きく４つのグループで対応しております。そのうちの総括・企画系ということで、こ

ちらで今復興本部におけます目玉の施策を練っているところでございます。 

 企画班というところがございますが、こちらに基本方針。これは７月 29 日に基本方針

を出しました。 

 それから、復興特区制度。それから、使い勝手のよい交付金、こういった新しい仕組み

をここで検討してございます。 

 また、復興ビジョン計画班というのがございまして、こちらでは市町村がつくっており

ます復興計画の支援をしております。 
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 また、法制班では復興庁。これは来年度から復興庁に事務局から引き継いでいくという、

こういったものの検討をしておるということでございます。 

 あとは、インフラ系とか住民支援系、産業振興系という形で、それぞれの対応をしてお

るということでございます。 

 では、次に、復興基本方針。これは７月 29 日に出しました。ポイントだけ簡単に御説

明いたします。 

 まず、基本方針というもの、これはどういうものかといいますと、当然国が復興のため

に取組みの基本的な考え方をあらわしたものでありまして、全体像を明らかにしていると

いうものでございます。 

 復興そのものは、行政を主体、地方の市町村が基本になりますけれども、いかにそれを

支援していくか。これを基本方針としてとりまとめたものでございます。 

 特徴としましては、右側に書いてございますけれども、復興の３つの柱、災害に強い地

域づくり、地域における暮らしの再生、地域経済活動の再生という、安全、生活、生業、

この３つの分野での支援をしていくということでございます。 

 それから、大震災の教訓を踏まえた国づくり。原子力災害からの復興、こういったもの

が柱になっておるわけでございます。 

 これらにつきまして、施策は、今はいろいろ練っておるところでございますが、計画工

程表、これを必ずきちんと公表するということでございまして、後ほど御説明しますが、

８月 26 日に出してございます。 

 それから、復興を支援する仕組み。これは先ほど言いました特区とか交付金、それから、

こちらで議論されております民間の力による復興の促進、「新しい公共」等についても盛

り込んでございます。民間の資金、ノウハウ、これを活用した官民連携とかファンド、こ

ういったものをいかにやっていくか、また、ＮＰＯやボランティア、消防団、民生委員を

含めて、民の力を総力を結集して復興していくという、こういった取組みをしていきたい

ということでございます。 

 それから、３番目に事業規模と財源確保の方法についても盛り込んでございまして、少

なくとも 10 年間で 23 兆円。集中の復興期間、これは５年と定めまして、19 兆円という

ことでやっております。先般から税制の増税の問題がここにございまして、増税をどうす

るかという議論がこの間なされたということでございます。 

 次にまいります。復旧の現状でございますが、まず、避難者の数でございます。これは、

発災のときには３日目に約 47 万人と書いていますが、現時点で７万 3,249 人。これは、

岩手、宮城、福島の仮設住宅に入居している方は含んでおりませんということで、全国の

避難所とかホテルとか、親戚の所へ行っているとか、こういった方がまだ７万 3,000 人余

りおられます。避難所にいる方は 2,840 人まで減ってきたということでございます。 

 それから、仮設住宅の状況でございますが、こちらにつきましても、必要戸数５万

2,000 余りに対しまして、５万戸ぐらいまでできてきているといった状況でございます。 
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 それから、沿岸市町村の災害廃棄物撤去の状況。これはガレキの処理でございます。ガ

レキにつきましては、ガレキ推計量が 2,200 万トン余りございますが、現在、撤去済みが

１万 2,000 余りあるということでございまして、撤去率は 57％と。そのうち散乱ガレキ。

これが今ほとんど撤去しているものでございます。居住地近傍にある散乱ガレキ、これに

つきましては、撤去率は 88％まで来ているということでございます。 

 残るガレキというのは、壊してガレキを取り壊さなければいけないもの。こういったも

のがまだ残っているという状況でございます。こちらにつきましても、平成 24 年３月ま

でを目途に、まずは仮置き場へ移動すると。そして、中間処理、最終処分につきましては、

腐敗性のものとかもありますから、こういったものはできるだは早く処分をしながら、平

成 26 年３月末を目途として処理をしていきたいと考えてございます。 

 それから、主なインフラ等の復旧状況でございますが、ライフラインにつきましては、

ほぼ復旧ができております。 

 また、交通につきましても、ほぼ復旧ができているという状況でございます。 

 また、災害防止対策。これは河川の堤防とか海岸の堤防でございますが、これも８割ぐ

らいまできております。ただ、海岸堤防は重要区間だけができている状況でございまして、

かなりの部分がこれからの復旧になるという状況でございます。これは後ろの方に参考資

料を付けてございます。後ほど読んでいただければと思います。 

 それでは、次に、避難所や仮設住宅の対応でございますが、応急仮設住宅の対応につき

ましては、居住環境等による課題。非常に段差があったりとか、不便であるとか、こうい

ったものに対する対応をこれからしていくというのが重要なポイントになっております。

これは、牧厚生労働副大臣を座長としたプロジェクトチームをつくりながら、居住者に対

するアンケート調査をやって、丁寧に対応していきたいということでございます。 

 次にまいります。次は、避難者の情報の提供でございます。こちらにつきましても、ハ

ンドブックとかチラシ、こういったものをつくりまして、たくさん皆さんに配布をし、丁

寧な対応を心がけているという状況でございます。また、テレビやラジオ等も使った広報

活動も実施しているという状況でございます。 

 では、次にまいります。次は、被災地域の復興への支援ということでございます。 

 復興計画、これは市町村が立てておりまして、これを国が支援をしていくということで

ございます。被災現況等、どんな被災状況が起こったか、こういう調査を 62 市町村でや

っております。そのうちの 43 市町村で市街地の復興パターン、つまり、高台へ移動する

とか、現地でやるとか、こういったいろいろなパターンがございます。こういう市街地の

復興パターンの検討を 43 の市町村で今やっております。右にある図の赤囲みになってい

る市町村でございます。これを国の国交省の職員を中心に、いろいろな機関が横断チーム

をつくりまして支援をしている。ここのメンバーがそれぞれの市町村に行きまして、実際

に打ち合わせをし、支援をするという丁寧な対応を今とっておるということでございます。 

 現地で現在 10 省庁の連絡会議をつくりまして、現地の対応、つまり、問題が出ました
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ら、それをワンストップで受けて、それを 10 省庁でまた対応。すぐに返していくと、こ

ういう体制をとっているということでございます。 

 年内に 43 市町村の約９割が復興計画を策定できる見込みという状況になってございま

す。 

 こちらで大事なポイントですが、海岸堤防の高さを決めるということ、これが非常に重

要な問題でございまして、やっと海岸堤防の高さをきちんと決められるような状況になっ

ております。宮城県はもうお出ししました。また、岩手県につきましても、２段階に向け

て、第１段階の方はお出ししております。これから福島県等について堤防の高さを決めて

いくといった状況になってございます。 

 次にまいります。次は、先ほどお話をしました事業計画と工程表でございます。 

 こちらにつきましても、８月 26 日に公共インフラの復旧整備についてお出ししており

ます。また、９月 30 日には学校施設等の事業計画と工程表をお出ししております。これ

につきましては、おおむね３年間でどういうことをするかということをお出ししていると。 

 次のページ、12 ページにそのサンプルを掲載してございます。これは海岸対策の事例

でございまして、事業計画にいついつまでにどういうことをやるかということを書いてご

ざいます。そして、それをわかりやすく工程表としてフローチャートにあらわしていると。

こういったものを今お出しをしているということでございます。 

 今度、３次補正がございますから、３次補正の段階でこれを見直しをしていく。また、

もう少し丁寧に市町村ごとに表せる分を表していきたいと、こういったことも考えてござ

います。 

 次にまいります。次は人の支援ということでございまして、実際、被災地に職員を派遣

してございます。国家公務員で延べ５万 5,000 人ぐらい。地方公務員でも５万 7,000 人ぐ

らいの派遣をしてございます。これはリエゾンとか、また、現場の現地の調査のため、テ

ックフォース等いろいろなものを出しているということでございます。 

 その他ということで、これは警察、消防、海上保安庁、自衛隊、かなりの数を出してご

ざいまして、救命救助、こういったところの対応から、非常に多くの人たちが活躍したと

いうことでございます。 

 次に、14 ページにまいりますが、ボランティア活動でございます。今回もやはりボラ

ンティアの方々、非常にたくさんの方々が参加をしていただいております。被災３県にお

きましては、社会福祉協議会の運営する災害ボランティアセンター、こういったところに

登録して活動した方、これがなんと 76 万 7,400 人と。それ以外の方々もたくさんござい

まして、ボランティアの方々の活動というのは非常に今回意義があったということでござ

います。 

 次にまいります。これまでの取組みをまとめたものでございます。これは、復興対策本

部が６月 24 日に発足いたしまして、７月 29 日に復興基本方針を策定し、現在に至ってい

る、こういう経緯を書いてございます。 
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 それから、16 ページでございますが、こちらは今後の活動計画でございまして、先ほ

どから申し上げている事項につきましての今後の見通しを書いてございます。ポイントは、

復興特区とか、復興庁、こういったものの法案をお出しいたしまして、国会審議を経た上

でやっていくということでございます。 

 以上、雑駁になりましたけれども、今の現状の状況の御報告でございます。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 時間が大分押してまいりまして、６人の方々全員が時間内に御発表いただくのは難しく

なってまいりましたので、誠に恐縮でございますけれども、専門委員の石田専門委員、滝

口専門委員、土屋専門委員のお三方に関しましては、次回に御報告をいただくということ

で御了解をいただきたいと思います。どうぞよろしくお願いします。 

 ということで、残りの時間で、宮本委員と根本委員のお二方から御報告をお願いしたい

と思います。 

 では、まず、宮本委員からよろしくお願いします。 

○宮本委員長代理 前回の委員会で渡委員長から御提案がありましたので、私とすれば、

この推進委員会でどういうものを検討していくのかという形でメモをつくらせていただい

ております。私事ですけれども、東北大学に９年おりましたので、宮城県をはじめとする

東北地方に対して愛着がございますし、その関連で、県だとか何かのいろいろなことも関

与させていただいております。 

 それとは別に、いろいろな組織との活動の中で個々のプロジェクト等の提案はしており

ますけれども、ここでは、本委員会としてどういうものを対象にすべきなのかという形の

ものを、基本は私が委員長をしております土木学会のインフラＰＦＩ研究小委員会のメン

バーと議論をしたものをもとに、私の責任のもとに１枚目のメモをつくらせていただいて

おります。 

 ここに書いていますように、１としまして、復旧・復興関連事業のＰＦＩによる実施の

適性判断基準をここで議論する。ここでといいますか、この組織の中で議論するのが重要

じゃないかなと思っております。 

 復旧・復興関連事業として既に提案があるもの、あるいはこれから想定されるもの、特

に先ほど御説明ございましたけれども、各市町村から復興計画が出てまいりますが、その

中で個別プロジェクトが出てまいります。そういうものに対しまして、体系的に整理して、

各事業分野に関しまして事業の緊急性、予算措置の状況、そしてそもそもの事業特性等に

基づいて、それぞれに適した事業調達方式を判断する基準を設定するというのが重要じゃ

ないかと思っております。 

 その中では従来型公共事業として実施すべき事業、あるいはＰＦＩでも実施できる事業

そして、より積極的にＰＦＩによる実施を図るべき事業というような形で個別の事業を判

断する一般的な基準を考えてみてはいかがでしょうかということでございます。 

 その中では、公共施設等運営権の適用可能性についても判断基準を何らかの形で示して
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いくということは重要かと思います。 

 各事業、提案される事業に関しまして、先行的に出てきたものに関して、上記基準に基

づいて個別に判断し、適性があると思われるものに関しましては、ＰＦＩの適用を提案し

ていくという形のこともありうるのではないかと思います。 

 以上は一般的な話でございますが、２番目といたしまして、具体的な事業形成の検討と

いうことで、県あるいはある一定地域、複数の市町村における同種施設のバンドリングに

よる事業実施の検討というのが一つありうるものじゃないだろうかと思います。その中で

は、既にＰＦＩの実績があり、複数市町村において整備が必要な同種の施設として、例え

ば学校等がございますけれども、バンドリングにより実施することです。バンドリングと

いうのは、個別の事業一つ一つではなかなかうまくいかない、あるいは手続費用がかかる。

それを県だとかある一定地域の市町村、連携するところにおいてまとめることによりまし

て、事業規模を確保すると同時に、先ほど申し上げたとおり、手続費用の削減を図るため

のモデル事業を検討するということでございます。 

 モデル対象地域を選定し、できれば実際の事業形成というものにつなげていければとは

思いますけれども、それは全般的な復旧事業の進捗事業によると思います。 

 もう一方で、３番目でございますが、ＰＦＩ事業形成支援組織の構築と実践ということ

です。実際、被災地域におきましては、ＰＦＩの事業形成を独自でやるというのはなかな

か難しいといいますか、そういう余力はほとんどないという状況だと認識しております。

その事業形成を支援するための具体的な体制づくりを検討し、その検討に基づき支援組織

を立ち上げ、当該自治体と連携して、１あるいは２で選定された事業に関しまして、具体

的に事業形成を実施していくという形のこともあるのではないかと考えております。 

 １枚めくっていただきまして、２枚に、土木学会の提言といたしまして我々がまとめた

ものがございます。この中では５つの提言を挙げております。 

 その中で、１番目から４番目までは、特に被災地を対象とした事業形成ということで、

例えば提言の１といいますのは、先ほど私が１番目に申し上げたことに相当するかと思い

ます。 

 提言の５というのがございまして、実はこれは読み上げますと、被災地への公的資金を

確保するために、被災地以外の地域でのＰＦＩ／ＰＰＰのより一層の推進をということを

うたっております。 

 基本的には、ＰＦＩ／ＰＰＰというのは、どちらかといえば平時といいますか、通常の

状態時における事業としての特色を持っているものと認識しております。、その中で当然

被災地における実施も重要でございますが、それ以外の地域の方が大きなわけで、そこに

はＰＦＩですべき事業がより多くあるということです。そこで事業を行うことによりまし

て、国の財政支出を削減できれば、より直接的に被災地の方に国費を回せるという視点も

重要じゃないかということで５番目を付け加えております。当然、被災地域において、特

に復旧というよりは復興段階において有意義な事業もあると認識しておりますので、それ
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に関しましては、１番目から４番目でどういうふうに取り扱うのかという形のことを提言

しております。 

 その中で、先ほど申し上げましたとおり、内閣府のＰＦＩ推進委員会としてこういう形

で検討していけばどうかという形で提言させていただきました。 

 以上でございます。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 それでは続きまして、根本委員お願い致します。 

○根本委員 資料３－３というのと、その後ろに、これは一体的な資料でございますが、

参考というのがありまして、この２つでございます。 

 私どもは、ＰＰＰ研究センターという組織を持っておりまして、ここの研究員の中に、

被災者が何人もいたものですから、それの救出というところから活動を開始しております

ので、ＰＰＰもしくはＰＦＩを適用するかどうかということは、結果としてそういう可能

性もあるけれども、とりあえずは震災にどう対処するかということで、３月 11 日の時点

から活動しております。 

 簡単に資料３－３で御説明しますと、まず、記録をとることが非常に重要であるという

のが最初の段階での認識でございまして、自治体さんに確認をしても、目の前の仕事を処

理するのが精いっぱいで、何をしたかということを記録できないということもありまして、

そういう意味で、後ほど出てきますけれども、他の自治体の職員が記録員として入ってい

るというのが今回非常にいい事例になったかなと思います。これは、民間でも十分に代替

できる話であります。 

 遠隔地にいる我々としてどういうことを記録するかということで、４つのプロジェクト

を立ち上げました。１つは、震災のリンク集でございます。これはホームページのリンク

集で、10 日後に立ち上げています。それなりに使っていただいたんですけれども、反省

としては、10 日たたないとできなかったということで、10 日間は情報が余りない状態に

被災者がさらされるということで、震災直後から使えるようなサイトというのを８月末に

つくり直しまして公開しているんですが、これは台風のときに全く役に立たなかったんで

すね。なぜかというと、交通情報のサイトが、国も出していますし、鉄道事業者も出して

いますけれども、全く更新されていないといいますか、最新の情報が掲載されていないと

いうことで、大活躍したのはツイッターのサイトなんですけれども、そういうものが情報

として有用であるということが結果的にわかったというのが１の成果です。 

 ２番目は、1000 日記録ということで、これは淡々と毎日起きている事象を記録してお

りまして、阪神淡路大震災のときと併せて記録していて、いろいろな措置が、阪神のとき

はこうだったけれども、今回こうだということで、概して阪神のときよりはスムーズにス

ピーディに対応しているかなというふうに思います。 

 これは全部ですけれども、ホームページで公開していまして、内閣府の方でも結構閲覧

しているような記録が残っています。 
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 ３番目が震度６以下の重大事象ということで、震度７とか津波とかに幻惑というか、注

意し過ぎている余り、あちこちで起きているもっと軽いレベルのことが見落とされている

のかなということで、実は震度６以下で津波被害もないにもかかわらず、約 20 の公共施

設が全壊もしくは倒壊と判断されということになって、ちょっと誤字がありますけれども、

使用停止になっています。言い換えると、これは社会資本の老朽化の問題なんですけれど

も、日本全国同じようなことが起きているということですので、震災を機に、改めて社会

資本、公共施設のインフラの老朽化が進んでいることがわかったということですので、こ

のうちの幾つかはＰＦＩを活用しようということで、今、検討が進んでいますので、改め

てＰＦＩを老朽化対応に使おうということが動きとして出ているのではないかと思います。 

 それから、４番目が被災地の復旧投資の金額を計算するソフトというのをつくりまして、

公開しています。これは、もともと社会資本の老朽化の更新投資を計算するソフトを昨年

開発していまして、それに震災版を付け足したものであります。被災地は厳密な計算をし

ているので、これに頼る必要はないんですけれども、それ以外の一般の所ですね。今回被

災しなかったけれども、将来どうなるかわからないような所が、例えばハザードマップ上、

何戸住宅があるかというのを入力すると、どのくらいそういう場合に被害が生じるのかと

いうことを計算することができるようなソフトです。 

 それから、提言系ということで４つありまして、震災復興へのＰＰＰの活用というのが

あります。これは、今のところで言われているのと余り実は変わらないんですけれども、

先ほど宮本先生がおっしゃったように、ノウハウが現実的にないということなので、リエ

ゾン的なものが組織として必要ではないだろうかということで、復興庁の中にもそういう

機能を是非設けていただくといいのではないかと思います。 

 それから、６番が結構大きい話で、自治体間連携でして、これは後方支援とも言われて

いますけれども、今回、一番大活躍したのは、ほかの基礎自治体が活躍したということが

ありまして、同じような仕事をしているので、基礎自治体の仕事としてスムーズに代替で

きるということですね。 

 ただ、自治体というのは、自分の住民のために仕事をするのが目的なので、こういうこ

とが法律上明記されていなくて、ボランティアにすぎないと。勝手にやると、怒られはし

ないけれども、財源的な手当てがなされないということで問題がある。これは、公共施設

等運営権が使えないかなと思っていまして、ほかの自治体が上下水道とかを自分の事業と

して復旧して、その上下水道の利用料金を自ら回収するというようなやり方ができるのか

なと思います。 

 それから、７番目は、これはまちづくりのテンプレートですので、後ほど図をごらんい

ただければ結構かと思います。 

 ８番目は、米国のＦＥＭＡの研究をしていまして、これも復興庁さんの方で役立ててい

ただければいいのかなと思います。 

 最後に、オンラインの相談室というのを立ち上げて、それなりに利用はしてもらってい
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るんですけれども、圧倒的にＰＦＩどころじゃないというのが今の時点での被災地の感じ

ですので、来年になるとどうなるかわかりませんけれども、先を見つめていきながら活動

していきたいと思っています。 

 以上です。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 ご報告者の御協力を得ました結果、順調に進みましたので、次回と申し上げましたが、

お一方、石田専門委員よりご報告いただいて、あとのお二方、土屋専門委員と滝口専門委

員にはたいへん申しわけありませんが、次回ご報告いただくということでよろしくお願い

したいと思います。それでは、石田専門委員お願いします。 

○石田専門委員 そうしましたら、被災地復興事業のＰＦＩ／ＰＰＰ活用についてという

ことで、余り実態をよく存じ上げないところではあるんですけれども、こうしたスキーム

が活用できるのではないかということを一つ御提案させていただければと思います。 

 １ページに被災地復興事業のＰＰＰ活用の視点というのを入れさせていただいておりま

す。通常、ＰＦＩを活用するとなると、比較的大規模な事業をしっかりと、その１件につ

いて集中的に検討して行っていくという形がなじみやすいと考えておりますが、恐らく被

災地の復興事業というものは、むしろ非常に細々とした事業の集合体ではないかというこ

とを感じております。また、そのさまざまな小規模な事業というのも相互に関係をしてい

ると。また、特に今回、被災地の復興において非常に重要であろうかと思っておりますの

が、官民連携でやっていくとなった場合に、やはり民間にとって投資するだけの価値なり

将来的なリターンというのが一定程度期待できるということが非常に重要ではないかと思

っていまして、それは勿論予見の中で決まってくる部分もあるとは思いますが、その付加

価値を向上させるような復興事業というのを積極的に検討を実現していく必要があると考

えております。 

 そうした観点から、１ページの右側に幾つか要件を書いてありますけれども、１件１件

を個別に行うのではなく、包括的に実施できること。こちらについては、先ほど宮本委員

からもバンドリングの必要性という御指摘がございましたけれども、それに加えて、地域

全体の視点ですとか、また、開発事業に関する知見というのが今回非常に活かせるのでは

ないかという感じを持っております。 

 そこで、２ページにまいりまして、こちらのところでイギリスでいわゆるＢＳＦ、ＬＩ

ＦＴ等で言われているようなスキームというのを挙げさせていただいております。 

 こちらについては、皆さんよく御存じであるかと思いますけれども、大きくポイントを

申し上げますと、まず、地方公共団体が下の民間事業者という矢印に出ていますけれども、

競争的対話と言われるような、入札の一形態ではあるんですけれども、対話を重視した方

式によって民間事業者を選定するんですけれども、これは事業を実施するというよりも、

パートナーとして選定をすると。そしてそのパートナーである民間事業者と一緒に地域教

育パートナーシップというものをつくるんですが、これは日本語でわかりやすく言ってし
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まえば、いわゆる第三セクターのようなものでして、官と民が地域の開発、ＢＳＦの場合

は学校ということになりますけれども、それを計画、実施していく一つの公社のようなも

のを官民共同で第三セクターとしてつくって、そしてここが協力して事業計画作成しとい

うような位置付けになっております。 

 こちらのメリットとしては、当然、小規模な事業をまとめていくことによって、規模が

集まって効率化する、収益化のインセンティブが民間に働くということもあると思います

けれども、一連の学校を整備するというものについて、一つの一貫性が確保できる。また、

民間のさまざまな計画管理のノウハウが活用できるという点があるかと思います。 

 ＢＳＦやＬＩＦＴに関しては、イギリスの省庁が具体的なプログラムをつくって推進し

ていったというものでございますけれども、実はこういったスキームが数々行われていく

中で、イギリスでは、それを応用して、地域の再開発に活用していくといった仕組みがで

きてきておりまして、これが右側の２つ目のポツのところで、この後、本スキームの発展

形として Urban Regeneration Vehicle というようなものを設立してやるということを書

いてございます。 

 これはどのようなスキームかといいますと、例えば地方公共団体がさまざまな公共施設

のうち、建替えをする、集約をする、もしくは余剰地があるといった場合に、その余剰地

等をまず地方公共団体が現物出資をすると。そして、その余剰地ですとか余剰施設という

のを、地域が必要な機能等を提示をした上で、それを民間企業から、例えばこの余剰地に

ついては、住宅を開発して分譲してしまう。一方、さまざまな公的な施設、福祉施設、病

院、学校等々に関しては、ある場所に集約して、より高度化して、その周辺の住民に影響

しやすいようにすると、こういったような複数の地域、余剰施設、こういったものをどの

ように集約なり民間への売却等を行っていって地域の活性化につなげるか、こうした計画

を民間側から提案しまして、そして官民連携でまさに第三セクターをつくって、その計画

を推進、実行していくと、こういったようなスキームになります。 

 このスキームに関しては、ＢＳＦやＬＩＦＴを応用して、地方政府が、地方公共団体が

主導して自然発生的にできたような仕組みであると聞いていまして、いわゆる主導するプ

ログラムというのはないと伺っているんですけれども、特に首都周辺の一定の人口集積が

あって、民間の投資が期待できるような地域に関しては、こういった仕組みが比較的成功

していると聞いております。 

 このスキームというのは、公共側にとってはさまざまな余剰地を効率的・効果的に活性

化につなげられるということと、また、民間からしても、比較的迅速に種地が確保できる

という点で、民間からも通常の開発に比べてより扱いやすいというメリットがあるという

ふうにも聞いてございます。 

 こちらはイギリスの仕組みではあるんですけれども、いろいろと見ていくと、世界的に

このように、公共団体が土地を現物出資して、民間側が資金を提供する形で合弁会社、三

セクをつくって、そこが開発を推進していくというようなスキームは比較的実施されてお

29



  

ります。 

 一つ４ページに中国のある都市開発の事例を入れさせていただいてございます。こちら

は中国の政府が進めている、いわゆる環境都市、スマートシティと呼ばれているもので、

広さとしては 30 キロ平方、日本で言えば多摩ニュータウンと同じぐらいの広さというこ

とで、大変巨大な地域の環境都市開発ということになっているんですが、これがまさに今

イギリスで行われていて、申し上げたのよりはかなりスケールが大きいんですけれども、

30 キロ平方の土地を中国政府側が現物出資をし、そして民間側に相当する民間資金、資

金を入れていくという方をシンガポール政府側が行って、世界に誇れる環境都市をつくっ

ていくということで進めておられます。 

 こちらに関して、被災地の復興、特にスマートシティをつくるということで参考にでき

ないかというお話もよく聞いてございます。 

 中国のケースについては大変投資価値が高い地域というふうにみなされておりまして、

そのまま適用するのは難しいとは思うんですけれども、こういった土地と資金を官民が分

担し合って、一つの会社をつくって、そこが計画からやっていくというスキームというの

は、被災地に応用できうるのではないかと感じております。 

 ３ページに、こういったスキームありきで恐縮でありますが、検討課題を幾つか挙げて

ございます。 

 いろいろありますけれども、恐らく２つほどポイントがありまして、１つは、民間に資

金を入れていただくことになりますので、その資金を入れるに足る投資環境でありますと

か、地域の需要を創造していくというところ、そしてもう一つが、実はこういったスキー

ムに関心のある地方公共団体さん、また、民間企業さんとお話をさせていただくことがあ

るんですが、必ず障害になってくるのが、一番最後に書いてある三セクというものに対す

る過度な抵抗感ということでございます。確かに 90 年代当初においては、非常にあいま

いなリスク分担の中で、大変よくない結果を残してしまった事業というのも多くあったと

思いますけれども、ＰＦＩで行って培ってきた官民のリスク分担、役割分担、お互いを尊

重して事業を進めていくというところが曲がりなりにもできてきている中で、新しい形の

三セクの運営というのができるのではないかと考えておるところでございます。一つの参

考になればということで御紹介させていただきました。 

 以上です。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 あとお二方のご報告が残っておりますけれども、ここで御質問を受けたいと思います。

各々の発表者の方に、どうぞご意見・ご質問をしていただきたいと思います。蓮舫大臣が

御到着されましたけれども、しばらくの間、質疑応答にお付き合いいただきまして、後ほ

ど大臣より御挨拶をいただきたいと思います。蓮舫大臣、どうぞよろしくお願いします。 

 それでは、どうぞ御遠慮なく意見をお願いします。絶好の機会ですので、大臣に是非聞

いてもらいたいという内容でも構いません。活発な討議をよろしくお願いします。いかが
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でしょうか。土屋専門委員、本日発表できませんでしたが、何か関連して御質問があれば、

ぜひお願い致します。 

○Ｂ専門委員 それでは、宮本先生に御質問させていただきたいと思うんですが、１ペー

ジ目の一番最後の方ですね。３の「ＰＦＩ事業形成支援組織の構築と実践」というところ

で、被災地域においてはＰＦＩ事業形成の余力はほとんどないということで、これは私ど

もも現地でいろいろ見聞きしている中で、やはり地方自治体の職員の皆さんは、目先の復

旧事業の方で忙殺されていて、なかなかその先の方まで見通せないといいますか、余力が

ないと。特に、ＰＦＩだとかＰＰＰを実践しようとするときに、最低限の手続だとか、そ

ういった手間、時間がかかるということで、こういうことなのかなと思うんですが、具体

的には、これを少しでも改善するというか、打破するためにはどんなことが必要だとお考

えでしょうか。 

○宮本委員長代理 まず、２番目のポチに書いてあるのですけれども、今回、我々がこの

委員会の中で何ができるのかということですが、当然色々と制約もあるかと思い、その制

約の中で最大限のことができればというふうに考えております。 

 その中で、今、御指摘のとおり、被災地において私も色々な提案をしています。先ほど

○専門委員が御提案になった事業形式ですが、それと同様の事業形式であるＬＡＢＶを活

用する提案もしています。しかし、なかなかそういう複雑なことに対応できる能力という

のは、今、当該の自治体ではないということですね。今、内閣府の方でもいろいろな形で

専門家派遣という形のプロジェクトもやっていただいていますけれども、それに対して、

この委員会といいますか、内閣府の推進室の中で何らかのそういう新しいタスクフォース

みたいなものがもし形成できるならばですけれども、そういう形でサポートしていくとい

う形はかなり重要な視点であると思います。そうでないと、ＰＦＩ、ＰＰＰという言葉だ

けが踊って、具体的に中身のあるプロジェクトというのはなかなか形成されないんじゃな

いかなと思います。 

 ただし、今、復旧段階の緊急事態のものに関してはなかなか難しくて、もう少し２～３

年といいますか、先を見据えて、そのときのためにちゃんと準備をしていくということだ

と思います。その中では、先ほど申し上げました１番の個別の事業の峻別をするために明

確な基準を我々の中で形づくっておくというのは必要じゃないかと考えております。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 Ｃ委員、どうぞ。 

○Ｃ委員 お三方からの御説明の中で、バンドリングですとか、包括的に広域で事業を実

施するというお話があったんですけれども、確かに効率性ということを考えれば必要なこ

とですし、当然やるべきことだと思うんですが、平時でもバンドリングというのはなかな

か難しく、大きな抵抗があるんですね。この危機にあって、地元の企業が大きな打撃を受

けている中で、むしろ逆に、例えば契約を細分化して、地元の企業が事業に参画できるよ

うな仕組みというものをむしろ志向しているという現実が恐らくあると思うんですね。で
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すから、バンドリングして大型にして効率性を求めるという話と、それから、目の前の被

災地の企業をどういうふうに守るのか、この２つをどういうふうにバランスさせていくか

ということが被災地におけるＰＦＩ／ＰＰＰの活用という観点から極めて重要で、なおか

つ難しい問題であると思っています。その観点から、例えば完全に地元の企業が排除され

るような仕組みではなくて、何らかの形で地元企業も大手や真にノウハウを持っている企

業と一緒になって、技術のトランスファーが行われていくようなメカニズムというか、仕

組みというものを考えていかないと、恐らく絵に描いた餅で終わってしまうのではないか

なという気がしていますので、そのあたりの考慮というのを是非していくべきだと思って

います。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 宮本委員、お考えがあれば、どうぞ。 

○宮本委員長代理 ここで、私のところでバンドリングといいますか、各市町村でそれこ

そ複数の公共施設が破壊されているわけでございますから、それを何らかの形で同種のも

のは同じようなパターンでつくるという形のことは考えられるだろうと提案しました。何

よりもここで考えていますのは、ＰＦＩとしての手続を簡素化するという意味では、複数

市町村の連合体だとか、あるいは県が主導的に一つやるという点はあると考えております。

工事の発注だとかなんかというのは、また逆にそれなりのスキームを考えることは、別の

点で考慮もできるのではないかなと思います。ですから、事業と個別の発注ということを

どういうふうに考えるのか、下の方の建設をどう考えるのかという形で、今、Ｃ委員がお

っしゃったような形のスキームというのは、被災地にとっては非常に重要な視点じゃない

かなと考えております。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 Ｋ専門委員、どうぞ。 

○Ｋ専門委員 そういう意味では、今お話があった被災地域の復旧・復興に向けて、バン

ドリングというのは、私は相当キーワードだなと思います。やはり阪神大震災と比べて、

もともと高齢化あるいは少子化、人口減が進んでいる地域での復興ということを考えた場

合に、バンドリングによってある程度の規模をもってＰＦＩ／ＰＰＰにつなげていくとい

うところに民間の方のやる気であるとか、あるいは資金を含めた発想が入っていくのかな

と思っています。 

 そういう意味では、例えば被災地の県の中の市町村のバンドリングもあれば、県を横断

的にバンドリングしていくと。そうなってくると、まさに国のレベルになってくると思い

ますので、そのあたり、Ｃ先生がおっしゃったように非常に難しい問題なんですけれども、

ここはやはり進めていかないと、東北という被災地の現状を考えた場合に、ここは非常に

大事なキーワードかなと考えておりますが。 

○渡委員長 Ｇ専門委員、どうぞ。 

○Ｇ専門委員 今、バンドリングがキーワードとして挙がっており、宮本先生は手続費用
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を下げるというところに使いたいという御意見ですが、私も賛同します。あと、もう一つ

思うのは、手続費用を下げるという意味では、例えば公募要項とか要求水準書のフォーマ

ットをつくる、標準化していくという流れも一つ大きな方法ではないかなと思っています。

実際、自治体の方も人的ソースが非常に少ないという中で、そういうパッケージがあれば

やりやすいですし、また、企業の方も、ちょこちょこ違う公募要項を見ないでも済むとい

う利点もあります。先ほど、地元企業の方が参加しやすい土壌づくりという話もありまし

たけれども、それについても非常に効果的ではないかと思っております。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 Ｈ専門委員、どうぞ。 

○Ｈ専門委員 今、人的リソースの話があったと思うんですけれども、例えば宮本委員の

資料にありますし、事業形成を支援するための具体的な体制づくり、あと、根本委員の資

料にもありますような、ＰＰＰ、リエゾン機能の設置、多分これは同じことをおっしゃっ

ているかと思うんですね。普段だったらば、縄張り意識なのか、現場の業務を知らないせ

いなのかわからないですけれども、外部の人が自治体を助けるというのはなかなか難しい

かと思うんですけれども、今は助けてくれるんだったら誰でも助けてほしいというのが現

場の自治体の方の実情だと思いますので、ＰＰＰを推進するために、誰が主体になるか分

からないんですけれども、現場で現地の方を助けながら、ＰＰＰをお節介でも推進できる

ような組織がいいかなと。イギリスだったら、例えば４ＰｓとかＰＵＫとかという支援組

織がありますので、それを参考にしてつくられたらどうかなと考えます。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 ほかにご意見ありますでしょうか。Ｅ専門委員、どうぞ。 

○Ｅ専門委員 私も被災地を見てまいりましたけれども、自治体の方も皆さん大変頑張っ

ていらっしゃいましたが、今は仕事をしていないと逆に精神的に切れてしまうようなとこ

ろがあって、必死になって体を動かしてやっていらっしゃるという状況だと思うのです。 

 ただ、しっかり復興していくためには、民間にもどうしても入っていただかないといけ

ない。そのためには、民間がＰＦＩをやっていくというインセンティブをかなり強力に生

み出していく必要があると思います。予算的な措置は勿論いろいろ必要だと思いますが、

我々の方でできることというのは、仕組みとしてやりやすくするような仕組み、簡易とい

うことではないのですが、被災地用ＰＦＩのような特別な仕組みを用意してあげて、入り

やすくするということが必要なのではないかと思います。今、時間との闘いなどと言われ

ていて、早く事業に取りかからないと、なかなか皆さん帰ってこなくなりますし、現地の

方も必死に何とか動きながらやっているという状況だと思いますので、その仕組みづくり

がここではできるのではないかと思っています。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 Ｌ専門委員、どうぞ。 

○Ｌ専門委員 今の御意見にも関連するんですけれども、私はもう一つは、ＰＦＩを進め
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ていくに際して、イメージというのもすごく大事だと思っています。私も保険会社の一員

として被災地にも何度か足を運んでみて、とてもじゃないけれども、今、被災地の皆さん、

ＰＦＩなんか全く頭になかなか回ってこないだろうなと思うんですが、先ほどのモデル事

業の話もありましたけれども、モデル事業も一つ大きなイメージを打ち出す、公表すると

き、すごく大事だと思っているんですけれども、被災地の自治体の皆さんがこれなら使え

るなというような、今後の事業を進めやすくするためのモデル事業の成果物というものが

出てくると、非常にいいタイミングになるんじゃなのかなと思ったりもしています。 

 その中で、先ほど言いそびれた、発言の機会を逸してしまったんですけれども、保険会

社の立場で申し上げると、曖昧にしてしまうとなかなか使いにくいなと思うのは、リスク

の分担のところで、これが今まで公が担っていたところを、運営は民が担うということに

なったときに、こういうリスクをきちんと、あいまいにしておくと後々事業者もやりにく

くなるし、発注側の方の自治体の方もトラブルに巻き込まれるということになってくると、

結局、事業は進まないということにまたなりますので、さっきお話がありましたけれども、

英国の財務省の中の標準契約書ですか、結構詳細にいろいろなことが定められていますの

で、是非ともこのモデル事業の進め方の中のとりまとめの中で英国の事例等も入れていた

だいて、保険を使ってリスクの分担をきちんとしようということも触れていただければな

と思う次第です。 

 いずれにしても、被災地の皆さんも、これなら使えると思えるようなモデル事業の成果

物を期待します。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 まだまだ御意見が沢山あると思いますけれども、そろそろ時間となりましたので、本日

は以上で閉会とさせていただきます。本日、土屋専門委員と滝口専門委員には発表時間が

なくなってしまい、誠に申しわけありませんでした。次回御発表していただきたいと思い

ます。よろしくお願いします。 

 意見交換は、これにて終了と致したいと思います。 

 何かご意見がありましたら、次回またお受けしますので、よろしくお願いします。 

 それでは、せっかくの機会でございますので、蓮舫大臣より何か一言いただければあり

がたいと思います。よろしくお願い致します 

○蓮舫大臣 お疲れさまでございます。民間資金等活用事業推進委員会、渡委員長をはじ

め、委員、専門委員の皆様方には、これまでに貴重なお時間をいただいて、闊達なご議論

をいただいて、本当にありがたいと心から思っております。 

 政府としても昨年６月の新成長戦略で、2020 年までにはＰＦＩ事業、10 兆円規模を目

指すと、これは閣議決定もしております。野田総理もその思いは引き継いでおりますし、

もっと積極的にＰＦＩを活用していきたい。 

 先の通常国会で、ＰＦＩ法を改正させていただきました。公共施設等運営権も取り入れ

ましたし、民間事業者からの企画立案という新しい提案型というのも新しい法案に入れ込
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ませていただきました。今まさに政省令をつくらせていただいているときに、皆様方の貴

重な御意見、是非可能な限り反映をさせていただければと思いますが、被災地においては、

震災から半年以上がたって、被災県、被災地域において、復旧・復興の度合いに差異が出

てきています。今なお続く原子力発電所の事故等といった事例もございますけれども、た

だ、一歩でも早く被災地の皆様方の安定した生活を取り戻すためにも、ＰＦＩを弾力的に

積極的に活用していただきたいのは、私の思いでもありますし、野田内閣の思いでもござ

います。 

 今、話がありましたモデル事業の提案のあり方、それを渡委員長をはじめ皆様方から御

提案をいただいたら、政務三役で積極的に視察も含めて調査をさせていただければと思っ

ておりますし、広報的な部分でもなるべく多くの方たちに知っていただくということが大

事だと思っております。 

 また、リスク管理の在り方といった、いい御提言をいただきました。リスクを恐れて手

を挙げることが少なくなるという事例がないように、事務方で準備できるところは整理を

させていただければと思っております。 

 若干人事異動がありまして、この秋から新しく室長に栗島が入ることになりましたが、

国交省から専門性を持った方に来てもらいましたので、是非皆様方の思い、最大限受けと

めさせていただいて、日本のために活用させていただければと改めて思っております。こ

れからもどうぞ御意見よろしくお願いいたします。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 お忙しい中、蓮舫大臣には委員会においでいただき、大変ありがとうございました。 

今後とも、時間が合いましたら、是非来ていただくようによろしくお願いします。 

 本日は非常に活発な御意見をいただきましてありがとうございました。それでは、ちょ

うど時間になりましたので、これにて本日の委員会は閉会とさせていただきます。皆様あ

りがとうございました。 
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